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第１章  地方創生のあゆみ 

１．国の主なうごき 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 対象期間 平成2７年度～令和元年度（２０１５～201９） 

 

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 対象期間 令和２年度～６年度（2020～2024） 

 令和2年（2020年）、新型コロナウイルス感染症の急激な拡大の影響を踏まえ、改訂。 

 

 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」 

 対象期間 令和５年度～9年度（2023～2027） 

 

２．秋田県の主なうごき 

「あきた未来総合戦略（第１期戦略）」 

 対象期間 平成27年度～令和元年度（2015～2019） 

 

「第２期あきた未来総合戦略～未来への投資、未来への足がかり～」 

 対象期間 令和２年度～6年度（2020～2024） 

 令和４年（2022年）、「～大変革の時代～ 新秋田元気創造プラン」を策定に合わせ、総合

戦略を統合。 
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３．能代市の主なうごき 

「能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 本市においても秋田県と同様、平成27年度から 31年度まで（2015 – 2019）の５カ年

を推進期間とする「能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を平成27年（２０１５年）に策

定。「人口減少の速度を緩めること」及び「地方創生」の実現を目指すための「基本指針」とし

て位置づけた。 

 そして、「能代市人口ビジョン」に掲げた将来展望の実現に向け、また国や県の施策の基本

な方向及び基本的視点との整合を図る形で以下のとおり基本目標を定めている。 

 

＜基本目標＞ 

基本目標１ 地域における安定したしごとの創出 

基本目標２ 少子化対策 

基本目標３ 移住・定住対策 

基本目標４ 新たな地域社会の形成 

 

「第２期能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和 2年6月策定） 

 令和２年度（２０２０年度）の「能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の推進期間終了にと

もない、これまでの取組の検証結果に加え、新たな視点や考え方を取り入れた「第２期能代

市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定。 

第２期総合戦略では、依然として東京一極集中が解消されず、本市においても若者の流出

に歯止めがかからない中、未婚率の上昇や少子化が継続する状況に鑑み、若者の地元定着

やふるさと回帰等による社会減の抑制を図るための施策を推進する方針とした。 

また、併せて、すべての市民が安心して暮らし続けることができる地域づくりに取り組む

こととし、以下の基本方針を定めている。 

 

＜基本目標＞ 

基本目標１ 若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる 

基本目標２ 移住・定住を推進し能代で暮らす人の流れをつくる 

基本目標３ 出会い・結婚・出産・子育てに関する望みがかなう地域をつくる 

基本目標４ 安心して暮らせる元気な地域をつくる 

 

「第３期能代市デジタル田園都市構想総合戦略」（令和７年3月策定） 

人口減少を抑制し、持続可能な地域社会を実現するため、これに資する各種施策を継続し

て推進する必要があることから、国や県の動向を踏まえた総合戦略を策定する。 
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第２章  能代市の人口の現状及び将来展望 

1. 人口の現状分析 

 人口は一貫して減少傾向、世帯構成は核家族化が進行 

令和２年（２０２０年）の国勢調査による本市の人口は、５万人を割る49,968人となって

おり、昭和55年（1980年）以降減少を続けている。 

一方、世帯数は昭和55年（1980年）以降微増傾向にあったが、平成22年（２０10年）

からは減少に転じ、令和2年（2020年）には21,191 世帯となっており、核家族化が進ん

でいると推察される。 

 

図 1 市人口の推移・世帯数の推移 

 

 70～７４歳人口が最も多く、20～２9歳人口が極端に少ない 

本市の年齢階層別人口の特徴として、50歳未満では男性に比して女性人口が少なく、

50歳以上では女性人口が多い傾向にある。なお、人口のボリュームゾーンは、男女ともに

70～74歳となっており、20～29歳の年齢層が極端に少ないことが分かる。 
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図 2 令和２年（2020年）５歳階級及び性別人口ピラミッド 

 

 

 人口減は転出が転入を、死亡数が出生数を上回っていることに起因 

高度経済成長の終焉後、昭和45年（1970年）から現在まで一貫して転出が転入を上回

る傾向にある。また、平成2年（1990年）以降は一転して死亡数が出生数を上回る状態が

続いており、その差は徐々に広がっている。  

 

図 3 出生・死亡数、転入・転出数の推移 
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 流出の中心は 18～２３歳の若い世代、傾向は男性より女性が顕著 

 平成25年（2013年）から令和5年（2023年）における年齢別人口の変化率の平均を

みると、男女ともに高校卒業後の流出が顕著。特に男性の流出傾向が強いことがわかる。

20歳代前半においては女性の流出傾向が強い。 なお、20歳代後半においては僅かなが

ら流入傾向にある。 

 

図 4 年齢別人口の変化率平均（平成25年－令和5年） 

 
 

 合計特殊出生率は県平均に比して低い一方、第 2子は高い傾向 

 県下市町村平均を50とした場合の令和２年における本市の出生に関する状況は、第 1

子の合計特殊出生率は低い一方、第2子の合計特殊出生率は高くなっており、本市の第 1

子を産んだ女性においては第2子を授かる人が多い傾向にある。 

 なお、県下市町村平均と比した場合、女性の未婚率が低いことも本市の特徴である。 

 

図 5 出生に関する指標（県平均との比較） 
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2. 人口の将来展望実現に向けた現状と課題 

■若年層の希望職種と求人のミスマッチ、既存企業の給与水準の低さ 

本市の有効求人倍率は、産業全般において高止まりが続いているが、本市が実施した高

校生アンケート調査結果では、希望職種について、男性は「公務員」や「情報通信業（ＩＴな

ど）」、女性は「医療関係」や「公務員」への関心が高い傾向にあった。また、若者世代の求職者

には「仕事を探しているが見つからない」といった声があり、一定程度のミスマッチの現状が

ある。 

高校生アンケート調査結果において、仕事や就職先の選択で重視する点は「給与水準が高

い」が最も高く、一般向けのアンケート結果でも、労働条件・職場環境に対する満足度におい

て、「給与水準」に対する不満割合が最も高い傾向にあった。 

 

■本市への移住（ＵＩＪターン） 

本市へのＵターンを含む移住は、平成27年度の取組開始以来、年々増加傾向にあり、中

でも20代30代単身男性の就職を契機としたケースが最も多くなっている一方で、女性

の移住割合は男性に比べて低い状況となっている。 

 

■若者の結婚に関する意識の変化 

 一般市民向けアンケート調査結果によると、独身者の結婚の意向は、若い世代ほど希望す

る人が多い傾向にあった。高校生アンケートでは、約 62.3%が「将来結婚をしたい」との意

向を示しており、19歳以上の結婚希望割合を上回っている。 

結婚しない理由は、「ひとりが気楽」や「結婚する必要性を感じない」、 「経済的に余裕がな

い」との意見が多い傾向にあり、多様なライフスタイルへの配慮や尊重が必要であるほか、結

婚を希望する人にとっては、実現するための経済的支援が必要とされている。 

ただし、結婚に関する希望割合が国や秋田県に比して低いことは本市の大きな特徴であ

る。 

 

■子どもをもつことへの希望は、既婚者は積極的、独身者は消極的の二極化傾向 

本市の若い世代が将来もちたいと希望する子どもの数については、既婚者が2.16人、

19歳以上の独身者が1.44人、高校生が1.61人となっており、既婚者は独身者より子ど

もをもつことに積極的な傾向にある。 

19歳以上の独身者のうち、子どもをもつことに消極的な理由には「経済的負担」を掲げる

人が多く、経済的な支援等により出生希望率の増を誘引できる可能性がある。 

 

■性別役割分担意識が強く、女性は生活と職業の両立に困難を抱えている可能性 

一般向けアンケート調査結果では、家事や育児は女性が担うものとの意識が根強く残って

いる傾向が見られ、特に女性がこの傾向に不満を感じている割合が高く、暮らしの中で困難

を抱える場面が多いものと考えられる。  
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3. 人口の将来展望 

国及び秋田県の将来展望の考え方 

本市人口の将来展望の設定にあたっては、国や県の動向を踏まえる必要があるため、まず

は国や県における人口の将来展望の考え方を整理する。 

 

 国の考え方 

⁃ 国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の長期的展望では、合計特殊出生率が令

和 12(2030)年に 1.8 程度、令和 22(2040)年に 2.07 程度（人口置換水準）

まで上昇すると2060年の人口は約１億200万人となり、長期的には9,000万

人程度で安定的に推移するものと想定 

 

 秋田県の考え方 

⁃ 「秋田県人口ビジョン（令和４年３月改訂）」では、令和 22（2040）年に国民の希望出

生率 1.8 を達成し、令和37（２０５５）年頃に人口置換水準2.07を達成するものと

仮定 

⁃ 人口移動に関しては、令和７（２０２５）年以降は社会減が抑制され、令和２２（2040）

年以降は転入・転出が均衡すると仮定 

⁃ 上記仮定値の達成を前提とし、令和４７（206５）年には約５１万人となるものと想定 

 

 

能代市の将来展望の考え方 

国及び県の人口の将来展望に鑑みつつ、本市の課題への対策を講じることで人口流出を

和らげ、また若い世代の結婚・出産・子育ての多様な選択と個々の希望が実現される状況を

想定し、本市人口の将来展望にあたり、自然増減及び社会増減の条件を以下のとおり設定す

る。 

 

 合計特殊出生率は令和37年（2055年）以降に2.07を達成 

⁃ 本市出生の仮定は令和２２（２０４０）年に国民の希望出生率である 1.72 を達成し、 令

和３７（２０５５）年以降に人口置換水準である2.07を達成。以降、当該水準を維持する 

⁃ なお、死亡は将来の生残率について社人研準拠推計と同一と想定 

 

 若者世代の流出を逓減的に抑制、令和３７（２０５５）年には移動均衡 

⁃ 令和６年（２０２４）年から令和７（２０２５）年までは足元の人口流出となるが、以降、

流出が顕著であった若者世代の人口流出が逓減。令和３７（２０５５）年には転入・転

出が均衡し、以降、当該水準を維持するものと想定 
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能代市の人口の将来展望 

能代市の人口の将来展望 令和５２（20７0）年に21,992人 

 

 

図 6 能代市の人口の将来展望 
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第３章 本編 

1. 総合戦略の策定趣旨と位置づけ 

本市における人口減少を抑制し、持続可能な地域社会を実現するため、これに資する各種

施策を切れ目なく推進する必要があることから、第３期能代市デジタル田園都市構想総合戦

略（以下「総合戦略」という。）を策定するものである。 

策定にあたっては、国や県の動向を勘案するとともに、本市の最上位計画である「第２次

能代市総合計画」との整合性を図り、人口減少対策関連の施策を体系づけ、デジタル活用の

視点を踏まえた取組の方向性を示すものである。 

 

2. 推進期間  

総合戦略の推進期間は令和7年度から 10年度まで（2025～2028）とする。 

 

3. 推進方法 

 進行管理 

基本目標に掲げる数値目標や各ＫＰＩの達成状況等を考慮しながら、毎年度、計画

（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のＰＤＣＡサイクルによる効果検証を行

うこととする。なお、各年度の効果検証を踏まえ、必要に応じて施策や事業の追加・見直し等

を行うともに、事業の実施においては、地方創生関係交付金などの補助財源や企業版ふる

さと納税などによる寄附等の財源も積極的に活用する方針とする。 

 

 推進体制 

市長を本部長とする「能代市デジタル田園都市構想総合戦略推進本部」が中心となり、関

係機関、団体等と連携して施策を推進するものとする。また、「能代市デジタル田園都市構想

総合戦略会議」において、施策の評価、推進状況の確認等を行うものとする。 

 

4. 施策検討にあたっての考え方 

 本戦略の策定にあたっては、国の「デジタル都市田園都市国家構想総合戦略」を勘案しつ

つ、能代市の特色や地域資源を生かした住民に身近な施策を盛り込むこととする。 

 また、複数分野の施策を相互に関連付ける「施策間連携」や、広域観光、関係人口の創出・

拡大など個別施策における近隣・複数自治体との「地域間連携」の視点を持ち、効率的かつ

効果的に実施可能な施策検討を行う。 
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5. 地域ビジョン（目指すべき理想像） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 施策の体系 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○○○○○○なまち「のしろ」 

基本目標が確定次第 

総合戦略により実現したい地域の姿を 

一文で表現し、説明を追加。 

 

総合戦略会議において、これまでに意見が出た 

ふるさと教育／郷土愛・シビックプライドの醸成／ 

共助・地域コミュニティ／女性の暮らしやすさ 

／安心して暮らせるまち／帰りたいまち 

といった観点から、まとめたい。 
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7. 基本目標と施策の方向性 

基本目標１ 多様なニーズに応える雇用機会と労働環境をつくる 

＜現状と課題＞ 

市内産業全般において人材不足の傾向 

⁃ 労働人口の減少は歯止めがかかっておらず、有効求人倍率は全国及び秋田県内と比

較しても高止まりの状況が続いています。 

⁃ とりわけ、建設土木業・製造業・介護の業種においての人材不足は顕著です。これらの

業種では、特に有資格者や若年層の働き手の確保が望まれています。 

⁃ 市内高校生の地元就職数は、就職希望者全体の半数を割っている状況です。 

⁃ これらの背景には、進学率の高さや若年層の首都圏等への憧れ、地元企業の認知度

の低さや労働環境や賃金水準に対する不満等があると考えられます。 

 

次世代エネルギー関連産業の活性化に伴う動き 

⁃ 令和2年（2020年）9月に能代港が海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾

に指定され、洋上風力発電の先進地域として事業が進んでいます。令和4年（２０２２

年）12月能代港湾内に国内初となる大規模商業洋上風力発電所が運転を開始し、今

後も風力発電所の新設が予定されていることから、更なる労働需要の創出が見込ま

れます。また、浮体式洋上風力発電についての研究も行われており、導入が進む場合

には着床式とは異なる労働需要も見込まれます。 

⁃ 他方、次世代エネルギー関連産業においても、技術者を中心とした働き手の確保に難

しさが見られます。 

⁃ 次世代エネルギー関連産業の認知度向上のため、こども世代向けの職業体験だけで

なく、親世代も巻き込んだPR活動を行うことで、将来の働き手となりうる若年層に

実情を知ってもらい、就職の可能性を広げるための取組が求められます。 

 

持続可能な一次産業 

⁃ 産業ごとの男女別就業者数を見ると、本市における特化係数は農業・林業で男性が

2.78、女性が2.43 となり、全国と比較して特化している産業と言えます。 

⁃ 経営開始資金をはじめとした資金援助策の認知度が高まったことにより、新規就農

者数は令和元年（２０１９年）から5年連続で毎年10名以上増加しています。資金面

の支援だけでなく、新規就農者を育成するための技術指導等、教育面での支援を継

続していくことが求められています。 

⁃ 農産物では、ネギ・山うど・みょうが・アスパラガス・キャベツの５品目を戦略作物と位

置付けています。特にネギの生産出荷額は、ここ数年１７億円を超えており、主力品目

となっています。その他の品目や稲作については、生産性の向上や販売戦略等を検討

していく必要があります。 

⁃ 林業は農業と同様に60歳以上の就業者数が多く高齢化や後継者不足が懸念される

ほか、所有者が不明な森林が増加しており、森林の整備・管理を目的とした仕組み作

りが求められます。 
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商工業に対する支援 

⁃ 本市の商業分野における事業所数、従業者数は年々減少傾向にあります。比較的商

店が集積している中心市街地においても空き店舗が多くみられ、店主の高齢化によ

る廃業や若者の流出による承継者不足が背景にあるものと推察されます。 

⁃ 一方、新型コロナウイルスが５類に移行し、事業者の経済活動が回復したことを契機

に、新規分野への進出相談や起業相談件数の増加もみられています。 

 

多様な働き方が選択できる環境の整備 

⁃ 秋田県では、「リモートワークで秋田暮らしパートナー企業」認定制度を設けており、県

全体では増加傾向にあるものの、本市関連は 1件にとどまっています。一方で、サテ

ライトオフィスに関心のある企業が本市に参入してサテライトオフィスを設置したケー

スケースもあり、働き方の選択肢が広がることが期待できます。 

⁃ 自分のライフスタイルに合った働き方が本市でかなえられるよう時間や場所を選ばな

いテレワーク等の多様な働き方が選択できる環境の整備が求められます。 

 

＜数値目標及び施策の基本的方向＞ 

 数値目標 

数値目標 基準値 

（令和５年度） 

目標値 

(令和 10年度） 

   

 

施策の基本的方向 

１-1 産業全般における担い手確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・効率化（DX）による多様な担い手の創出 

・個々の背景に応じた多様な働き方の実現 

・処遇改善に向けた企業への働きかけ 

・既存産業のPRと人材のマッチング 

・外国人材受入れの環境づくり 

Ｄ サテライトオフィスの誘致 

Ｄ ＩＣＴ技術を活用する中小企業の支援 
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重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和 5年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

   

   

 

 

１-2 次世代エネルギー関連産業の発展と認知度向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

   

   

 
 

1-３ 既存産業の差別化と新事業創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・関連産業の創出促進 

・関連産業の認知度向上 

 

具体的な取組例 

・第一次産業のブランド化と流通促進 

・第一次産業の新たな担い手創出支援 

・既存商工業のリ・デザイン、事業承継支援 

・新ビジネスの創出支援 

Ｄ 畑作等への新技術活用等機械導入の支援 
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重要業績評価指標（KPI）＞ 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 

基本目標２ 能代への定着・回帰と新しい人の流れをつくる 

＜現状と課題＞ 

高校卒業後の進路 

⁃ 本市の転入出の状況をみると、高校卒業後の進学・就職による首都圏等への転出超

過が続いています。市外へ進学・就職した人のUターン移住を増やすためにも仕事や

住まい探しのサポート等、個々のニーズに合わせた支援が必要です。 

⁃ 高校生を対象としたアンケート調査によると、３４．３％が将来的に本市内もしくは秋

田県内での就職を考えていると回答しています。その理由として「地元に貢献したい

から」と答える割合が37.2％にのぼることから、幼少期からのふるさと教育の実践

により地元への愛着心が育まれていることがわかります。今後も継続的なふるさと教

育により、郷土愛の醸成を促し、地元への定着支援や将来的なＵターン支援が求めら

れます。 

⁃ 県外からの転入の状況を確認すると、就職や転職等を理由とした移住の割合が多い

傾向にあります。本市出身者以外の移住（I・J ターン）を促進するためにも、本市の魅

力を効果的に外部へ発信することが必要です。 

 

移住定住支援の取組 

⁃ 移住促進のため、移住に対する助成や移住定住ガイドブックの発行や商業施設での常

設窓口設置、SNSの活用等による各種情報発信をしています。加えて、移住後の生

活に馴染めるよう越冬セミナーを含む移住交流サロンの開催等本市特有のサポート

をしていますが、認知度は十分とは言えない状況です。 

⁃ 移住希望者に向けたさらなる情報発信や移住フェア等での積極的なPRが求められ

るほか、住居や仕事、生活環境等の相談・サポート体制の充実が求められます。 

 

関係人口の創出 

⁃ 世界自然遺産の白神山地や JAXA能代ロケット実験場、秋田県立大学木材高度加工

研究所、洋上を含む風力発電所などの地域資源を活用した関係人口の創出が必要で

す。 

⁃ 能代市・JAXA・秋田大学・早稲田大学の4者連携により「水素ラボ構想」の実現に向

けたプロジェクトチームが発足し、水素関連ベンチャー企業との連携や水素関連の開

発・実証を行うラボの建設等による関係人口の創出が期待されます。 

⁃ 本市には白神ねぎや白神山うど等、ブランド化された農産品や特産品もある一方で、

ふるさと納税返礼品としての活用はまだ限定的です。魅力的な返礼品を用意するこ

とで本市の認知度向上が期待でき、寄附者に対して地域資源や行事、交流会等を案

内することにより関係人口の創出が図られます。 

⁃ 本市にはバスケットボール強豪校の能代科学技術高校（旧 能代工業高校）があり、人

気アニメのモデル校とも言われています。また、日本屈指の充実した資料を誇る「バス

ケミュージアム」を有しており、SNSによる情報発信やイベント開催等の効果による

海外からの来訪も見られ、地域活性化に寄与しています。 
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＜数値目標及び施策の基本的方向＞ 

 数値目標 

数値目標 基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

   

 

 施策の方向性 

2-１ 地元定着とふるさと回帰の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

  
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・地元のしごとの魅力発信による地元就職の促進 

・地域に根ざしたふるさと・キャリア教育の推進 

・進学・就職による転出者との関係づくり 

・県外在住者の雇用につながる機会の創出 
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2-2 能代での新たな暮らしの推進 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

   

   

 

 

2-3 移住定住促進に向けた情報発信・支援の充実  

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

  
 

  
 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・移住希望者のニーズに応じた支援 

・移住フェア等でのPRや移住体験ツアーの充実 

具体的な取組例 

・各種媒体を活用した効果的な情報発信の推進 

・移住に向けた仕事・住居確保における支援体制の充実 

・移住後の相談・サポート体制の充実化 
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2-4 地域資源を活用した関係人口の創出  

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

  
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・地域資源やイベントの活用 

・リンクｔｏ能代プロジェクトによる取組 

・ふるさと納税制度を活用した魅力発信 
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基本目標３ 出会い・結婚・出産・子育ての希望をかなえる地域をつくる 

＜現状と課題＞ 

出会いや結婚の希望に合わせた支援 
⁃ アンケート調査では、高校生の約62.3％が「結婚したい」と回答し、１８歳から

１９歳の約７４％が「いずれは結婚したい」と回答しているなど、若い年代ほど

結婚希望が高い傾向にあります。一方、結婚を考えていないと答える人の理由

として「ひとりが気楽」「結婚する必要性を感じないから」と結婚そのものに消

極的な回答をした割合が多く見られました。このように、本市では若者の結婚

や将来の生活観における変化が顕著に見られることから、従来に増して多様

なライフスタイルへの尊重が欠かせません。 

⁃ 他方、結婚をしない理由の中で「経済的に余裕がない」、「出会いが少ない」と

の回答割合も多く見られることから、結婚を希望する人を後押しするような経

済的な支援と出会いの場の創出等に向けた取組が必要となっています。な

お、本市が手掛ける出会いや結婚支援の取組、あきた結婚支援センターの取

組のほか、結婚新生活支援事業や結婚祝い金制度については、いずれも

70％以上の人が「知らない」と回答しており、行政が行う結婚支援への取組自

体の認知度向上も求められています。 

 

妊娠・出産・子育て期まで切れ目のない支援 

⁃ アンケート調査では希望するこどもの数は「2人」と答える人が48.7％とな

る一方で、現実的にもとうとする予定のこどもの数が「0人」と答える人が８

３％にのぼるなど、希望と実態のこどもの数に顕著な開きが確認されます。そ

の理由として、「子育てや教育の経済的負担が大きいから」と答える割合が最

も多く、こどもを望む人を支える継続的な相談支援や経済支援が必要な状況

にあるといえます。 

⁃ 既に本市では、妊娠から子育て期まで切れ目なく寄り添う「伴走型相談支援事

業」や、定期的な見守り訪問とともに育児用品などを支給する「能代市すまい

る・めんｃｈｏｃｏ定期便事業」等、安心して妊娠から子育てができる環境の整備

にも注力しているところですが、こうした事業の周知が将来こどもをもとうと

する人に対しては必ずしも十分ではない可能性があります。 

 

社会全体での子育てに取り組む意識の醸成 

⁃ アンケート調査では、子育ての負担意識について「母親の負担が大きい」との

回答が最も多いことがわかります。理由としては「仕事が忙しくて子育てに手

が回らない」という回答が最も多く挙げられ、次いで「『子育てに関わる』意識

が足りない」との回答が続きます。こうした結果からは、育児は女性が担うと

いう意識が未だに市民の間に根強く残っているであろうことが推察されま

す。こうした状況への対応としては、多様なライフスタイルを尊重しつつ、父親

の子育て参加を促進するセミナー活動等、地域一体となった意識変革への取

組が欠かせません。 
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⁃ 企業においては次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画策

定」の企業数が令和２年まで増加傾向にあったものの、近年は策定企業数の伸

びが鈍化しており、育児休業と合わせてテレワークや短時間勤務など柔軟な

働き方の理解・推進が必要となっています。アンケート調査の育児休暇取得の

意識に着目すると、女性の半数は「取得しやすい」と回答した一方、男性の回答

は 18.4％にとどまっています。男性における育児休暇が取得しづらい理由と

して「人手不足」と答える人の割合が67.5％と最も多く、次いで「言い出せる

雰囲気がない」と答える割合が約 1９％に上るなど、性別に関わらず仕事と子

育て・介護が両立できる環境整備のための機運醸成が求められています。 

 

多様な働き方、家庭の状況に応じた保育サービスが必要 

⁃ 全国的な保育士不足の中で、本市においても保育士の確保が難しくなってい

ます。一方で、女性の就業率増加や共働き世帯の増加、多様な働き方の定着に

伴い、今後も地域の保育ニーズに即した一時預かり事業や延長保育事業、休

日保育事業等の提供が必要とされています。 

 

 

<数値目標及び施策の基本的方向> 

 数値目標 

数値目標 基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

   

 

 施策の方向性 

3-1 出会い・結婚の望みをかなえる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・出会いや結婚を前向きに捉える機運の醸成 

・出会いの機会創出 

・出会いや結婚に対する経済的支援 
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3-2 出産・子育ての望みをかなえる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・子育て世帯の経済的負担の軽減 

・多様かつ切れ目のない子育て支援 

・子育て支援環境の整備 

Ｄ 子育て情報発信アプリの運用 
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基本目標4 安心な暮らしと魅力あるまちをつくる 

＜現状と課題＞ 

安心な暮らし 

⁃ 全国的に窃盗犯、知能犯、凶悪犯等が、高齢者被害割合が高い傾向にあり、高齢化が

進んでいる本市においても、行政を中心に地域での防犯意識の向上が必要となりま

す。 

⁃ 地震や異常気象等に起因する災害が各地で見られることから、自主防災組織の設置

促進を呼び掛けているものの、コロナ禍等の影響により、自治会・町内会に対する周

知機会の減少から、自主防災組織の設置率は 58.6%と進んでいません。出前講座等

での周知機会を捉えて、防災士に自治会・町内会に参加してもらうなど、必要性を説

明し、設置を促していく必要があります。 

 

中心市街地における賑わい創出 

⁃ 人口減少や商業施設の郊外立地、後継者不足等に起因し、中心市街地に立地する店

舗や飲食店の廃業や縮小が懸念されます。 

⁃ 近年、ネットショッピング等のオンライン消費がさらに増加しており、地域経済が縮小

傾向となる恐れがあります。 

⁃ 空き店舗を活用した「マルヒコビルヂング」や「ＫＯＢＵＮＤＯプロジェクト」の取り組み

により交流拠点が生まれており、そこでのイベント等により交流の輪が広がっていま

す。また、「のしろいち」をはじめとした公共空間を活用したイベントが生まれ、賑わい

が創出されてきています。 

⁃ ‐今後、風力発電関連事業等の進展による生産年齢人口世代の就業人口の増加及び

定着が見込めるという好機を活かし、あらゆる人がまちなかを回遊し、日常の賑わい

創出に取り組む必要があります。 

 

地域コミュニティの充実や交流の場の創出 

⁃ 単身世帯の高齢者が多く、今後も増加が想定されることから、地域活動の充

実や交流の場を増やすことで、地域内の互助機能を活性化させる必要があり

ます。 

⁃ 多世代での交流という観点では、企業進出による若年の流入世帯等の地域コ

ミュニティへの参画も期待できます。 

 

公共交通に対する住民ニーズの多様化 

⁃ 近年、利用者の減少、担い手不足や運転手の高齢化等により、市内の路線バスが廃

止・減便となっている現状があります。本市ではその代替交通手段として予約制乗合

タクシー「コサクル」や東西連絡コミュニティバス「ではるん」等を運行し、地域特性と

財政負担を考慮した公共交通を導入してきています。 

⁃ また、路線バスだけでなく、タクシー運転手においても人員の不足、高齢化が進み、特

に深夜・早朝時間帯においては、タクシーが運行していない空白の時間帯が生じるな
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ど、必要なときに、必要な輸送手段が確保できない状況があります。 

⁃ 人口の減少が見込まれるもとでは、公共交通が縮小していくことが見込まれます。現

在でも、市民 からは、昼夜問わず交通の便の悪さを指摘する意見も聞かれています。 

⁃ こうした状況下において、新たな取組として、令和５年度からＡＩを活用したオンデマ

ンド交通「まちなかコサクル」の実証運行を開始し、中心市街地内での利便性向上を

図っています。こうした取組は、高齢者や学生のような自分で車を運転できない住民

の移動手段としての活用が見込まれ、また、中心市街地の活性化や集約連携型の都

市構造の実現に資するものです。 

⁃ 本市においては、今後人口減少がさらに顕著になっていくものと思われますが、持続

可能かつ利便性の高い公共交通ネットワークを構築していくために、国の動向や地理

的特性、地域課題に応じた施策を展開していく必要があります。 

 

観光客受入土壌の整備 

⁃ 一部観光施設で生成ＡＩ活用による多言語案内を導入しているほか、洋上風力関係の

視察者向けにＶＲコンテンツを整備するなど、積極的な取組を行っています。他方で、

観光客の滞在を促すための宿泊機能、観光客に市内を周遊してもらうための 2 次交

通の確保等の課題があります。 

⁃ 近隣自治体に立地する道の駅の整備が見込まれており、相乗効果を生み出すために

も、観光客の関心をひく施設や商品を生み出し、魅力向上を図る必要があります。 

⁃ 日本海沿岸東北自動車道「二ツ井今泉道路（(仮)小繋ＩＣ～(仮)今泉ＩＣ間）」の開通や

クルーズ船の寄港など、観光客の流入が期待されているもとで、JR 能代駅前のホテ

ル整備構想等、宿泊機能が強化される見込みであることから、より観光案内等の充実

を図る必要があります。 

 

女性や若者に選ばれる地域づくり 

⁃ 本市では高校卒業後に他地域へ転出する割合が高い現状がありますが、定住する選択
肢もあることや、離れても「能代市とつながり続けたい」「能代市へ帰りたい」と思って

もらえるよう社会全体で取り組む必要があります。 
⁃ 人口減少が進む中、年齢や性別に関わらず、さまざまな人を受け入れる地域社会、雇
用環境、家庭環境が求められます。アンケート結果からみても、本市では性別役割分担

意識が根強くあると考えられることから、多様な価値感が受容され、誰もが住みよく、

持続可能な社会をつくるため、それぞれの慣習で当たり前とされてきたことを見直す

場面も必要です。 
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＜基本目標及び施策の基本的方向＞ 

 数値目標 

数値目標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

   

 

 施策の方向性 

4-１ 生活機能の向上と安心・安全の地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・地域防災力の向上 

・地域防犯対策の強化 

・地域コミュニティによる互助 

・公共交通の維持・確保 

Ｄ 防災メールシステム等の運用 

Ｄ 市街地ＡＩオンデマンド交通の運行 
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4-2 まちの魅力向上とにぎわいの創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-3 郷土愛・シビックプライドの醸成 

 

 

 

 

具体的な取組例 

・まちの賑わい創出 

・地域資源を生かした観光振興 

・さまざまな人材活用によるまちの魅力向上 

具体的な取組例 

・教育機関におけるふるさと教育 

・地域内企業の認知度向上 

・地域に関する情報発信の充実 

 

 

 

 


